
平成28年1月25日



１月 常 議 員 会 

 

１．日    時    平成２８年１月２５日（月） １１：００ 

１．場    所    横須賀商工会議所２階「特別会議室」 

１．議  題    

 

【協 議 事 項】 

１．平成 28 年度事業計画・収支予算（素案）の件 

２．改正労働契約法に基づく規程改訂の件 

３．マイナンバー制度に関連する規程等の新設・改訂の件 

４．そ  の  他 

【報 告 事 項】 

１． 三浦半島活性化に向けた地域連携への参画の件 

・ 三浦半島地域中小企業支援ネットワーク 

・ （仮称）三浦半島地域活性化協議会 

２．“新生・横須賀実践フォーラム”成果報告会開催の件 

３．健康食堂認定事業の件 

４．小規模企業向け伴走型支援プログラムの件 

５．10 年カレンダーを使用した事業承継等支援事業の件 

６．そ の 他 

     【講 話】 

        「社会保障と税の一体改革について」 

              財務省関東財務局横須賀出張所 所長 小 川  良 樹 氏 

 

＜今後の会議予定＞ 

３月２９日（火） １５:００ 「常 議 員 会」 

１６:００ 「通常議員総会」 

１７:００ 「議 員 懇 談 会」 



横須賀商工会議所

平成28年1月25日

平成28年度 事業計画(素案)
〜5本の柱+αで地域を元気〜

協 議 １



地域を盛り上げる”5本の柱”

新生・横須賀
実践フォーラム

女性も活躍できる
“創業・起業支援”

商店街の在り方を考える
”商店街サミット”

地域ぐるみで取り組む
”健康経営”

企業が活用できる
“空き家対策”



新生・横須賀実践フォーラム
ステージ2

実行委員会・
MT

⼥⼦MT

中学生MT

高校生MT

実⾏委員会

戦艦陸奥里帰り記念！
「軍艦ぐるめコンテスト」

女性が起業するための
創業スクール

女子プロデュース部

地域と企業の“交流の輪”

地産地消サロン

よこすかモノづくり情熱人

横須賀マリンFCとの連携

キッズコンサート
＆ミュージカルレッスン
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支援連携
日本政策金融公庫、神奈川県信用保証協会、地域金融機関、専門家、神奈川県、横須賀市他

女性も活躍できる“創業・起業支援”
創業支援プロジェクト2016

意
欲
喚
起

 意欲はあるものの、具体的なノウハウや環境のない女性
 自由なライフスタイルに合わせた起業
 自分のアイデアを具体化しての起業
 主婦グループ等による起業

 テレワーク等、時間の確保が困難な女性、子育て主婦の時間を有効活用
した起業

 ネットショップ開業による起業 など

起業モチベーション喚起



商店街の在り方を考える”商店街サミット”

今、どう考えているのか?

何がネックなのか?

どうありたいか?あるべきか?

現状分析

課題抽出

将 来 像

市民に問う “よこすか商店街サミット”開催



地域ぐるみで取り組む”健康経営”

 経営者から、従業員へ”楽しく”広げる

 “健康力”と”経営力”との関連性分析

 地域全体が”健康社会”を目指す取り組み

 地域もサポートする仕組み
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割引サービス

“健康食堂”認定

ストレスバンク



企業が活用できる“空き家対策”

 空き家の効率的循環の流れ
 企業活動における有効活用
 従業員福利厚⽣の充実
 ⾏政との連携による円滑的運⽤(助成⾦制度等)

購入・借用 寮・社宅

空き家 企 業 社 員



経営発達5カ年支援計画

経営発達支援計画で求められる６つの事業

商工会議所の体質改善
 “点”の支援から、伴走型による“線”の支援へ
 “面”としての総合的な改善発達支援
 経営課題の"総合病院"としての拠点化

②経営分析

④販路開拓

③計画策定

①市場調査

⑤支援力向上

小規模企業への経営発達支援計画のポイント

⑥効果・検証



“組織・財政・地域基盤のより一層の強化”

 会員の満⾜度向上に活かす調査事業の実施
 効率的な会員増強キャンペーンの展開
 防衛諸機関・米海軍基地等、関係各機関との連携強化

 地域の声を活かした要望活動の展開
 議員選挙・選任の円滑な運営

総務渉外課
平成28年度事業計画



“企業が潤う”ために「経営者の思い」をカタチに！

 ⼥性を含めた創業・起業の環境づくりと“⾃産⾃育”⽀援

 ”商店街サミット”を核に次世代商店街を共に考える
 売上拡大、経営改善に繋がる体系的な伴走型支援
 福利厚⽣制度拡充による企業の総合保障の充実化
 ”10年カレンダー”活用による事業継続支援

産業・地域活性課
平成28年度事業計画



“市⺠をも巻き込んだ事業企画と情報の発信”
市⺠参加のMTを核とした

“新生・横須賀実践フォーラム”ステージ２の展開

企業存続の根幹をなす“健康経営”を地域全体でサポート

ライフスタイルに合わせた新しい働き方の提案
（テレワーク事業等）

地域をブランド化する地域産品のプロモーション

会議所サービスの利⽤拡⼤に向けた地域メディアとの連携

情報企画課
平成28年度事業計画



協 議 １

平成２８年度　収支予算総括表
自　平成２８年４月　１日
至　平成２９年３月３１日

(単位:千円)

一　般　会　計 370,132 885,923 ▲ 515,791 繰越金を含む

特定退職金共済制度
特  別  会  計

389,709 467,759 ▲ 78,050 繰越金を含む

退職給与引当金
特  別  会  計

56,005 53,016 2,989
繰越金･繰入金を
含む

建  物  関  係
特  別  会  計

168,300 147,243 21,057
繰越金･繰入金を
含む

別途積立金会計 76,000 65,000 11,000 繰越金

合　　　計 1,060,146 1,618,941 ▲ 558,795

各会計間の重複を
除いた合計

1,032,146 1,590,941 ▲ 558,795

備　　考

事
業
会
計

積
立
金
会
計

会　計　別
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減
(▲)

平成２８年度収支予算（素案）の件



平成２８年度  一般会計収支予算書

【収入の部】① (単位:千円)

款 項

1 会 費 75,744 75,240 504

1 会 費 75,384 75,006 378 20,940口×3,600円

2 過 年 度 会 費 360 234 126 100口×3,600円

2 負 担 金 4,455 4,104 351

1 負 担 金 4,275 4,044 231 2,850人×1,500円

2 過年度負担金 180 60 120 120人×1,500円

3 交 付 金 92,172 609,478 ▲ 517,306

1 県 補 助 金 65,774 65,774 0

2 市 補 助 金 14,800 14,800 0

3 県 連 補 助 金 8,068 8,144 ▲ 76 地域連携推進事業等

4 ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ助成金 0 634 ▲ 634

5 業務受託収入 2,255 510,151 ▲ 507,896

6 事 業 負 担 金 1,275 9,975 ▲ 8,700 市よりｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ事業負担金等

備　 考
科　　　目 本年度

予算額
前年度
予算額

比較増減
(▲)

特定商工業者負担金

予算確定次第
（補正対応）



平成２８年度  一般会計収支予算書

【収入の部】② (単位:千円)

款 項

4 事 業 収 入 154,725 156,275 ▲ 1,550

1 検 定 収 入 9,619 10,668 ▲ 1,049

2 手 数 料 収 入 18,100 18,336 ▲ 236 ヨコスカイチバン等

3 使 用 料 収 入 26,140 26,695 ▲ 555 貸室収入等

4 福祉事業収入 41,932 43,386 ▲ 1,454 労働保険

生命共済

県民共済

アクサ生命

業務災害

集団扱保険

福祉共済

個人年金

汚染負荷

5 受 講 料 収 入 48,000 48,808 ▲ 808 パソコン講習会等

6 その他事業収入 10,934 8,382 2,552

その他

1,400

1,000

774

おもてなし、会報広告料等

日商･東商･ネット検定

12,570

938

9,992

5,850

5,000

408

4,000

備　 考
科　　　目 本年度

予算額
前年度
予算額

比較増減
(▲)

生命共済
（▲2,500）

おもてなしギフト
好調（3,500増）



平成２８年度  一般会計収支予算書

【収入の部】③ (単位:千円)

款 項

5 受 託 収 入 9,936 9,936 0

1 団体事業受託収入 9,936 9,936 0

6 議員特別寄 付金 2,290 0 2,290

1 議員特別寄付金 2,290 0 2,290

7 雑 収 入 810 890 ▲ 80

1 雑 収 入 810 890 ▲ 80

8 繰 越 金 30,000 30,000 0

1 繰 越 金 30,000 30,000 0 前年度から繰越

合　　　　　計 370,132 885,923 ▲ 515,791

青申会・防衛協会・商連

備　 考
科　　　目 本年度

予算額
前年度
予算額

比較増減
(▲)

改選期のみ



平成２８年度  一般会計収支予算書
【支出の部】① (単位:千円)

款 項 目

1事業費 207,440 716,750 ▲ 509,310

1産業振興費 106,516 105,250 1,266

1 事 業 推 進 費 62,333 63,409 ▲ 1,076

2 広 報 事 業 費 12,685 12,213 472

3 地 域 振 興 費 9,856 11,066 ▲ 1,210

4 検 定 事 業 費 4,438 5,025 ▲ 587

5
会 員 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ
事 業 費

14,092 10,382 3,710

6 共 済 事 業 費 212 222 ▲ 10

7 調 査 研 究 費 2,310 2,343 ▲ 33

8 渉 外 事 業 費 490 490 0

9
そ の 他
事 業 費

100 100 0

部会､情報化推進等

ﾖｺｽｶｲﾁﾊﾞﾝ、
おもてなしｷﾞﾌﾄ等

姉妹都市、かもめ会等

備　　考
科　　　目 本年度

予算額
前年度
予算額

比較増減
(▲)

商工よこすか、
集客促進事業等
観光資源の開発、
商店街サミット等

日商･東商･ﾈｯﾄ検定

小規模企業共済、
火災共済
資料整備､議員研究､

職員研修等

実践ﾌｫｰﾗﾑ・
健康経営
（2,500増）

おもてなしｷﾞﾌﾄ
（3,800増）



平成２８年度  一般会計収支予算書
【支出の部】② (単位:千円)

款 項 目

1事業費 207,440 716,750 ▲ 509,310

2 84,774 88,358 ▲ 3,584
1 給 与 費 68,365 71,634 ▲ 3,269

（ 俸 給 ） 39,960 42,174 ▲ 2,214
（ 諸 給 ） 11,975 12,162 ▲ 187
（ 賞 与 ） 16,430 17,298 ▲ 868

2 法 定 福 利 費 12,022 11,894 128
3 指 導 事 業 費 4,387 4,830 ▲ 443

3 1,124 1,124 0
1 事 業 費 1,124 1,124 0 専門相談員謝金

2,187 1,687 500

1 創業相談事業費 1,037 1,037 0

2 創業支援事業費 1,000 0 1,000

3
も の づ く り ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ﾈ ｽ

基 盤 整 備 支 援 事 業 0 500 ▲ 500

4 経営革新事業 150 150 0 業種組合情報交換会

4

備　　考
科　　　目 本年度

予算額
前年度
予算額

比較増減
(▲)

金融･税務指導関連費等

経 営 支 援
事 業 費

小規模企業
専門指導費

経営資源強化
支 援 事 業 費

地域活性化事業費含(14人)

労保、特退共振替含

地域活性化事業費含(14人)

労保、特退共振替含

補助対象職員
変更による増減

体系的支援強化



平成２８年度  一般会計収支予算書
【支出の部】③ (単位:千円)

款 項 目

1事業費 207,440 716,750 ▲ 509,310

5 1,500 1,500 0
1 事 業 費 1,070 1,070 0 印刷費、通信費等

2 事 務 費 430 430 0 消耗品費等

6 2,632 2,765 ▲ 133
1 事 業 費 1,600 1,720 ▲ 120 1,746
2 事 務 費 1,032 1,045 ▲ 13 302

247
337

5,982 5,445 537
1 事 業 費 222 227 ▲ 5 振替手数料等

2 事 務 費 5,760 5,218 542 給与費等

労働保険事務
組 合 関 係 費7

備　　考
科　　　目 本年度

予算額
前年度
予算額

比較増減
(▲)

法 定 台 帳
関 係 費

個 人 年 金

生 命 共 済

集団扱 保険

そ の 他

会 員 福 祉
事業関係費



平成２８年度  一般会計収支予算書
【支出の部】④ (単位:千円)

款 項 目

1事業費 207,440 716,750 ▲ 509,310

2,725 510,621 ▲ 507,896

1
消 費 税 円 滑 化
対 策 事 業 費 875 875 0 青色申告会

2
は つ ら つ ｼ ﾆ ｱ
応 援 事 業 1,850 1,331 519 横須賀市

3
横 須 賀 ｽ ｰ ﾊ ﾟ ｰ
ﾌ ﾟ ﾚ ﾐ ｱ ﾑ 商 品 券 0 358,016 ▲ 358,016 横須賀市

4
ふ る さ と
ﾃ ﾚ ﾜ ｰ ｸ 事 業 0 5,600 ▲ 5,600 総務省

5
地 域 ジ ョ ブ ・
ｶ ｰ ﾄ ﾞ ｾ ﾝ ﾀ ｰ 事業 0 102,099 ▲ 102,099 日本商工会議所

6
情報ﾌﾟﾗ ｯﾄ ﾌｫ ｰﾑ
活 用 支 援 事 業 0 34,220 ▲ 34,220 〃

7
地 域 力 活 用 ∞
全 国 展 開 P 0 3,950 ▲ 3,950 〃

8
消 費 税 転 嫁
対 策 窓 口 相 談 0 2,349 ▲ 2,349 〃

9
小 規 模 事 業 者
持続的発展支援 0 475 ▲ 475 〃

10
経 営 発 達 支 援
計 画 策 定 事 業 0 444 ▲ 444 横須賀市

11
基 地 関 係
受 注 拡 大 事 業 0 762 ▲ 762 〃

12
横須賀おみやげ
ﾌ ﾟ ﾛ ﾓ ｰ ｼ ｮ ﾝ 支援 0 500 ▲ 500 〃

8
受 託 補 助
事 業 費

備　　考
科　　　目 本年度

予算額
前年度
予算額

比較増減
(▲)

3.交付金に同じ



【支出の部】⑤ (単位:千円)

款 項 目

2管理費 93,133 84,523 8,610
1 給 与 費 47,447 45,841 1,606 8人分

1 俸 給 30,240 29,384 856

2 諸 給 5,863 5,510 353
職務､調整､扶養､超勤､
住宅、通勤手当等

3 賞 与 11,344 10,947 397
2 福利厚生費 9,163 8,994 169

1 福利厚生費 9,163 8,994 169 社会保険料等

3 旅 費 600 600 0
1 旅 費 600 600 0 出張旅費等

4 事 務 費 16,135 14,333 1,802

1 通信運搬費 2,082 2,082 0 電話料、郵便料

2 什器備品費 100 100 0 事務所内什器等

3 消 耗 品 費 3,353 3,383 ▲ 30 事務機リース等

4 印 刷 費 1,170 765 405 事業報告･決算書等

5 電 算 機 費 5,748 4,848 900 リース料、保守料等

6 車両関係費 2,257 2,210 47 車両リース料等

7 雑 費 1,425 945 480

5 会 議 費 1,200 1,190 10

1 会 議 費 1,200 1,190 10 議員総会、常議員会等

6 交 際 費 1,400 1,370 30

1 交 際 費 1,400 1,370 30 慶弔費等

7 公課分担金 12,188 12,195 ▲ 7

1 公課分担金 12,188 12,195 ▲ 7 関係団体会費、消費税等

8 議員選挙費 5,000 0 5,000

1 議員選挙費 5,000 0 5,000

備　　考
科　　　目 本年度

予算額
前年度
予算額

比較増減
(▲)

平成２８年度  一般会計収支予算書

改選事務経費



【支出の部】⑥ (単位:千円)

款 項 目

3会館費 16,594 17,018 ▲ 424

1 維 持 費 14,268 14,728 ▲ 460

1 維 持 費 14,268 14,728 ▲ 460 清掃・管理等

2 営 繕 費 1,970 1,970 0

1 営 繕 費 1,970 1,970 0 建物補修

3 保 険 料 356 320 36

1 保 険 料 356 320 36 建物・備品・傷害

4繰入金 28,000 28,000 0

1
退職給与引当金
特別会計繰入金 18,000 18,000 0 収支予算書後記

1
退職給 与引当金

特別会 計繰入金 18,000 18,000 0

2
建 物 関 係
特別会計繰入金 10,000 10,000 0 収支予算書後記

1
建 物 関 係
特別会計繰入金 10,000 10,000 0

5予備費 24,965 39,632 ▲ 14,667

1 予 備 費 24,965 39,632 ▲ 14,667

1 予 備 費 24,965 39,632 ▲ 14,667

合　　　　　計 370,132 885,923 ▲ 515,791

備　　考
科　　　目 本年度

予算額
前年度
予算額

比較増減
(▲)

平成２８年度  一般会計収支予算書



平成２８年度  特定退職金共済制度特別会計収支予算書

【収入の部】 (単位:千円)

款 項

1
共 済 事 業

掛 金 収 入
187,560 187,440 120

1 保 険 料 180,000 180,000 0

2 事 務 費 収 入 7,560 7,440 120

2
企業年金契約
給 付 金 受 入

200,000 280,000 ▲ 80,000

1 給 付 金 受 入 200,000 280,000 ▲ 80,000

3 繰 越 金 2,149 319 1,830

1 繰 越 金 2,149 319 1,830 前年度から繰越

合　　　　　計 389,709 467,759 ▲ 78,050

科　　　　　目 本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減
(▲)

備　　考



平成２８年度  特定退職金共済制度特別会計収支予算書

【支出の部】 (単位:千円)

款 項

1 事 業 費 220 240 ▲ 20

1 振 替 手 数 料 90 90 0

2 振 込 手 数 料 80 100 ▲ 20

3 勧 奨 事 業 費 50 50 0 加入者への還元事業等

2
共 済 事 業

給 付 金
200,000 280,000 ▲ 80,000

1 退 職 金 200,000 280,000 ▲ 80,000

3 管 理 費 6,731 6,594 137

1 給 与 費 5,000 5,000 0

2 旅 費 交 通 費 10 10 0

3 通 信 費 150 110 40

4 消 耗 品 費 100 3 97

5 会 議 費 50 50 0

6 CAN ｼ ｽ ﾃ ﾑ委託費 216 216 0

7 事 務 委 託 費 1,200 1,200 0

8 雑 費 5 5 0

4 支 払 保 険料 180,000 180,000 0

1 共済事業積立金 180,000 180,000 0

5 予 備 費 2,758 925 1,833

1 予 備 費 2,758 925 1,833

合　　　　　計 389,709 467,759 ▲ 78,050

科　　　　　目 本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減
(▲)

備　　考



平成２８年度  退職給与引当金特別会計収支予算書

【収入の部】 (単位:千円)

款 項

1 繰 入 金 18,000 18,000 0

1
一 般 会 計
繰 入 金 18,000 18,000 0

2 雑 収 入 5 10 ▲ 5

1 預 金 利 息 5 10 ▲ 5

3 繰 越 金 38,000 35,006 2,994

1 繰 越 金 38,000 35,006 2,994 前年度から繰越

合　　　　　計 56,005 53,016 2,989

【支出の部】 (単位:千円)

款 項

1 退 職 給 与金 618 618 0

1 退 職 給 与 金 618 618 0

2 退職共済 掛金 6,000 7,150 ▲ 1,150

1 退職共済掛金 6,000 7,150 ▲ 1,150

3 予 備 費 49,387 45,248 4,139

1 予 備 費 49,387 45,248 4,139

合　　　　　計 56,005 53,016 2,989

年金1人

全国商工会議所共済会

備　　考

科　　　　　目 本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減
(▲)

備　　考

科　　　　　目 本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減
(▲)



平成２８年度  建物関係特別会計収支予算書

【収入の部】 (単位:千円)

款 項

1 繰 入 金 10,000 10,000 0

1
一 般 会 計
繰 入 金

10,000 10,000 0

2 雑 収 入 350 350 0

1 預 金 利 息 他 350 350 0

3 繰 越 金 157,950 136,893 21,057

1 繰 越 金 157,950 136,893 21,057

合　　　　　計 168,300 147,243 21,057

【支出の部】 (単位:千円)

款 項

1 工 事 費 6,500 5,000 1,500

1 工 事 費 6,500 5,000 1,500

2 予 備 費 161,800 142,243 19,557

1 予 備 費 161,800 142,243 19,557

合　　　　　計 168,300 147,243 21,057

前年度から繰越

駐車場ｼｽﾃﾑ工事等

備　　考
科　　　　　目 本年度

予算額
前年度
予算額

比較増減
(▲)

備　　考
科　　　　　目 本年度

予算額
前年度
予算額

比較増減
(▲)



平成２８年度  別途積立金会計収支予算書

【収入の部】 (単位:千円)

款 項

1 繰 越 金 76,000 65,000 11,000

1 繰 越 金 76,000 65,000 11,000 前年度から繰越

合　　　　　計 76,000 65,000 11,000

【支出の部】 (単位:千円)

款 項

1 予 備 費 76,000 65,000 11,000

1 予 備 費 76,000 65,000 11,000

76,000 65,000 11,000

前年度
予算額

比較増減
(▲)

備　　考

合　　　　　計

科　　　　　目 本年度
予算額

備　　考
科　　　　　目 本年度

予算額
前年度
予算額

比較増減
(▲)



協 議 ２

改正労働契約法に基づく規程改訂の件

改訂の理由：労働契約法第 18 条改正に伴い、平成 25 年 4月 1日以降の有期労働 

            契約について、通算して 5年を超えた場合、希望により無期労働   

            契約に転換できることになったため。 
 

【有期契約の活用実態】 

１．主に国県市の補助金事業を前提とした有期雇用が多いこと 

     ⇒政府、自治体の政策判断により縮小・廃止が決定。 
 
２．その他、状況に応じて繁忙による事業補佐的な有期雇用を前提 

     ⇒急遽、事業の縮小・廃止の可能性あり。 
 
 

【方針決定の理由】 

  5 年の契約更新を超えて無期雇用の申し出があっても、事業が廃止・縮小した  

場合、正規職員数も減少する中、臨時職員の給与の財源を捻出するすべがなく、

会員数も減少傾向にあり、会員の会費による財源も確保できないため。 
 
 

【有期契約の方針】雇用契約期間は通算して５年を超えないものとする 



１．変更の理由：有期労働契約方針の明確化による労働条件の明示
２．変更箇所 ： パートタイマー就業規則

旧 条 文 新 条 文 （案）

（労働条件の明示） 第５条
商工会議所は、パートタイマーの
労働契約の締結に際しては、採用時
の賃金､就業場所､労働時間､休日､そ
の他の労働条件を明らかにするため
の雇用契約書及びこの規則を交付し
て労働条件を明示するものとする。

（労働条件の明示） 第５条
商工会議所は、パートタイマーの労
働契約の締結に際しては、採用時の
賃金､就業場所､労働時間､休日､その
他の労働条件を明らかにするための
雇用契約書及びこの規則を交付して
労働条件を明示するものとする。
また、雇用契約期間は通算して５年
を超えないものとする。

附 則
本規則は、平成２８年１月１日より実施
する。（第５条）



１．変更の理由：マイナンバー制度への対応措置
２．変更箇所 ：①職員就業規則

協 議 ３

マイナンバー制度に関連する規程等の新設・改訂の件

改 訂 条 文

（採用） 第６条
新たに採用された者は、次の書類を採用の日から１週間以内に専務理事に
提出しなければならない。

旧 条 文 新 条 文

(1)住民票記載事項証明書

(2)誓約書

(3)身元保証書

(4)前各号に掲げる書類のほか、専務

理事が必要と認めるもの

(1)住民票記載事項証明書

(2)誓約書

(3)身元保証書

(4)個人番号ｶｰﾄﾞ又は通知ｶｰﾄﾞの写し

（扶養家族がある場合は、扶養家族の個

人番号ｶｰﾄﾞ又は通知ｶｰﾄﾞの写しも提出）

(5)前各号に掲げる書類のほか、専務理事

が必要と認めるもの



改 訂 条 文

（懲戒の理由） 第５７条
職員が次の各号の一に該当するときは、懲戒を行なう。

旧 条 文 新 条 文

(1)から(13)省略 (1)から(13)省略

(14)当所が管理する職員等の特定個人
情報（個人番号を含む個人情報）を故
意に、 又は重大な過失により漏えい・
流失させたとき

(14)から(17) 条文繰り下げ

附 則
本規則は、平成２８年１月１日より実
施する。（第６条、第５７条）



改 訂 条 文

（採用時の提出書類） 第４条
採用されたものは、次の書類を商工会議所の指定する日までに提出しなければなら

ない。

旧 条 文 新 条 文

①住民票記載事項証明書

②誓約書

③秘密保持誓約書

④その他商工会議所が指定する書類

①住民票記載事項証明書

②誓約書

③秘密保持誓約書

④個人番号ｶｰﾄﾞ又は通知ｶｰﾄﾞの写し

（扶養家族がある場合は、扶養家族

の個人番号ｶｰﾄﾞ又は通知ｶｰﾄﾞの写し

も提出）

⑤その他商工会議所が指定する書類

１．変更の理由：マイナンバー制度への対応措置
２．変更箇所 ：②パートタイマー就業規則



改 訂 条 文

（解雇） 第２５条
次の各号の一に該当するときは解雇する。

旧 条 文 新 条 文

①から⑥省略

⑦その他各号に準ずる事由があるとき。

①から⑥省略

⑦当所が管理する職員等の特定個人情報
（個人番号を含む個人情報）を故意に、又
は重大な過失により漏えい・流失させたと
き

⑧その他各号に準ずる事由があるとき。

附 則
本規則は、平成２８年１月１日より実施す
る。（第４条、第２５条）



改 訂 条 文

（文書の廃棄） 第２２条
各課は保管する必要がない文書は、裁断、焼却等の方法により処分しなけ
ればならない。

旧 条 文 新 条 文

2 特定個人情報を含む文書について、 そ

れぞれの法定保存期間を超えて保存 する

こととなっている場合は、マイナンバー

部分をマスキング等で読み取れないよう

にしなければならない。

附 則
（実施の時期）
第２２条(文書の廃棄)の改訂規定は
平成２８年１月１日から実施する。

１．変更の理由：マイナンバー制度への対応措置
２．変更箇所 ：③組織・事務規則



改 訂 条 文

下記の通り

旧 条 文 新 条 文

（目的）第１条

この規程は、横須賀商工会議所（以

下「商工会議所」という。）が有す

る個人情報の取扱いを第三者に委託

する場合につき、当商工会議所個人

情報保護方針に基づく適正な保護を

実現することを目的とする基本規程

である。

（目的）第１条

この規程は、横須賀商工会議所（以

下「商工会議所」という。）が有す

る個人情報（特定個人情報を含む。

以下、単に「個人情報」という。）

の取扱いを第三者に委託する場合に

つき、当商工会議所特定個人情報を

含む個人情報保護方針に基づく適正

な保護を実現することを目的とする

基本規程である。

１．変更の理由：マイナンバー制度への対応措置
２．変更箇所 ：④外部委託管理規程



改 訂 条 文

（個人情報保護管理者の承認） 第３条
個人情報の取扱いを第三者に委託する場合、委託作業責任者は、事前に個人
情報保護管理者の承認を得なければならない。

旧 条 文 新 条 文

2 個人情報保護管理者は、 委

託先につき調査し、セキュリ

ティ対策状況、受託実績等が適

切と認められなければ、前項の

承認をしてはならない｡

2 特定個人情報を除く個人情報の取扱いを第三者に

委託する場合、個人情報保護管理者は、委託先につ

き調査し、セキュリティ対策状況、受託実績等が適

切と認められなければ、前項の承認をしてはならな

い。

3 特定個人情報の取扱いを第三者に委託する場合､

個人情報保護管理者は、前項に加えて、委託先に

おける従業者に対する監督・教育及び委託先の

経営環境についても調査し、これが適切と認められ

なければ、第１項の承認をしてはならない。

１．変更の理由：マイナンバー制度への対応措置
２．変更箇所 ：④外部委託管理規程



改 訂 条 文

（基本契約及び秘密保持契約の締結） 第４条
前条による個人情報保護管理者の承認に基づき、個人情報の取扱いを委託する場合

には、事前に、委託契約及び秘密保持契約を締結しなければならない。

旧 条 文 新 条 文

2 委託先との契約に際しては、次の

各号に定める事項を明確かつ具体的

に定めなければならない。

(1)から(5)省略

2 特定個人情報を除く個人情報の取

扱いに関する委託先との契約に際し

ては、次の各号に定める事項を明確

かつ具体的に定めなければならない。

(1)から(5)省略

3 特定個人情報の取扱いに関する委

託先との契約に際しては、次の各号

に定める事項を明確かつ具体的に定

めなければならない。

１．変更の理由：マイナンバー制度への対応措置
２．変更箇所 ：④外部委託管理規程



旧 条 文 新 条 文
(1)委託する特定個人情報の内容､範囲､利用目的､

委託先における利用態様及び委託処理期間

(2)委託する特定個人情報に関する秘密保持 義

務の遵守に関する事項

(3)委託する特定個人情報の安全管理体制に 関

する事項

(4)委託先における特定個人情報保護に関する教

育・研修に関する事項

(5)委託する特定個人情報の漏えいその他事故が

発生した場合における措置及び責任分担に 関

する事項

(6)再委託における条件

(7)契約内容の遵守状況について報告を求める規

定

附 則
本規程は、平成２８年１月１日から実施する。
（第１条、第３条、第４条）



１．規程新設の理由：マイナンバー制度への対応措置

２．新設規程 ：特定個人情報保護規程

※別 紙





















報 告 １

１．三浦半島活性化に向けた地域連携への参画の件

・三浦半島地域中小企業支援ネットワーク

目 的：三浦半島地域における金融機関・自治体・商工会議所・商工会・信用保証協

会等の連携により、人口減少、高齢化、事業所数の減少など厳しい経済環

境にある中小企業の経営支援促進を目的に設立

構成機関：三浦半島地域4市1町の金融機関・自治体・商工会議所・商工会・信用保証協
会等、29団体。

事 務 局：神奈川県信用保証協会横須賀支所・当所産業・地域活性課

設立会議：平成27年12月24日（木）

予 定：年2回程度、連絡会議による情報共有、セミナー等を開催予定



・ （仮称）三浦半島地域活性化協議会

目 的：三浦半島の更なる活性化に向け、「定住人口の増加」「交流人口の増加」を

テーマに地域の持続的発展に寄与することを目的とする。

構成機関：株式会社神奈川新聞社、かながわ信用金庫、関東学院大学

京浜急行電鉄株式会社、横浜市立大学

横須賀商工会議所、三浦商工会議所 （オブザーバー参加：神奈川県）

事業概要：構成機関の持つ、知的、物的、人的資源を活用し、現状課題調査、提言等

を実施。毎年、成果をシンポジウム等で発表する。

予 定：1月26日（火） 「三浦半島活性化協議会・企画運営委員会」（準備会）開催

2016年3月～4月までに組織として発足を予定。

2021年3月（東京オリンピックの年度）までを事業年度とする。



報 告 ２

“新生・横須賀実践フォーラム”成果報告会開催の件







“健康食堂”認定事業の件

1日の食事バランスを考えるきっかけを提示出来るお店を「健康食堂」として認定し、
広く市民へPRする事業を実施。また、健康食堂として認定した店舗につきましては、

ガイドブックを作成。

認定要件 ： 健康メニューに関して、食事バランスガイド※に基づいた表記が出来ること。

ヨコスカイチバン登録店であること。地元食材を使用していること。

※食事バランスガイドとは、１日に、「何を」、「どれだけ」食べたらよいかを考える際の参考

にしていただけるよう、食事の望ましい組み合わせとおおよその量を

イラストでわかりやすく示したもの。

広報予定 ： ３月に健康食堂ガイドブックを作成し、

市民向けにPR

当所HP及びヨコスカイチバン内に特設

WEBサイトを作成

店舗掲出用『健康食堂』プレートの作成

そ の 他 ： 神奈川県が進める『未病』の取組みや

横須賀市が進める『生涯現役社会の実現』

と連携予定

あなたのお店を健康食堂と認定します！ ～地元食材を使用して、健康メニューを～

報 告 ３



経営発達支援計画に係る伴走型小規模事業者支援推進事業費補助金
総事業費 9,047,560円

1月～2月末までに実施する事業
1)企業の顧客データベース構築支援事業
・3社～5社限定（過去の持続化補助金等の支援企業を対象とする）
・電話帳DBとPCを連動した顧客DB構築システム開発と支援プロジェクトの実施
・専門家による支援、商圏分析支援

2)経営状況分析力向上のための経営状況分析ツールの導入
・タブレット、スマートフォンを活用した経営支援ツールの開発と実施
・30社のヒアリングによるDB構築

3)専門家による経営分析支援、事業承継・経営革新等に係る経営課題解決支援
・経営支援、持続化補助金等の支援に係る個別相談の実施
・業種団体等を中心とした事業承継に係るヒアリングと支援の実施

4)専門家・地域金融機関等による事業検討・検証委員会の開催
・経営発達支援事業に係る事業の検証・検討を目的とした委員会の実施
（参加予定）専門家、（財）神奈川産業振興センター、地域金融機関等

報 告 ４

小規模企業向け伴走型支援プログラムの件



報 告 ５

10年カレンダーを使用した事業承継等支援事業の件

目 的：小規模企業・中小企業における事業継続を目的に、後継者が“１０年後の自

社のあるべき姿”をイメージし、将来における事業・組織・資本を「経営計

画」・「事業承継」の観点から“10年カレンダー”により可視化。後継者が今後

の自社の事業の在り方を再構築する。

内 容： 「１０年経営・事業再設計セミナー」全3回（1回3時間）
・自社の強み・弱み分析と市場環境分析
・自社の現状認識と事業ドメインを探る
・ 「事業１０年カレンダー」で事業推進１０年計画書を作成
・自社の事業推進１０年計画書の内容発表

講 師：株式会社タナベ経営マネジメントパートナーズ本部部長代理 西山英男 氏

参加予定：当所青年部、三浦商工会議所青年部 10名程度

スケジュール：2月中旬～3月末を予定



「社会保障と税の一体改革について」

財務省関東財務局 横須賀出張所

所長 小 川 良 樹 氏


